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(1) 農林⽔産業における生物多様性

◆生物多様性の損失

「生物多様性及び生態系サービスの総合評価報告書

(JBO3)」(2021年３⽉)によれば、我が国の生物多様性及び

生態系サービスの損失・劣化の状態は、この50年間長期的

に悪化傾向にあり、それらの直接的な要因（生物多様性の

４つの危機）の影響力も大きいまま推移している。

・第１の危機（⼈間活動や開発による危機）
・第２の危機（自然に対する働きかけの縮小による危機）
・第３の危機（⼈間により持ち込まれたものによる危機）
・第４の危機（地球環境の変化による危機）

第２の危機には、⾥地⾥⼭の管理・利⽤の縮小および野生
動物の直接的利⽤の減少が含まれている。

※ 生態系サービスとは
食料や⽔の供給、気候の安定など、自然（生物多様性）から得ら

れる恵み。
（環境省：生物多様性と生態系サービスの経済的価値の評価より）
https://www.biodic.go.jp/biodiversity/activity/policy/valuation/se
rvice.html）

○ 農林⽔産業は生物多様性からもたらされる自然の恵みを利⽤して行われる生産活動であるとともに、

持続的な営みを通じて⾥地・⾥⼭・⾥海といった自然環境を形成し生物多様性保全に貢献。

○ 我が国の生物多様性及び生態系サービスの損失・劣化の状態は、この50年間長期的に悪化傾向にあり、

農林⽔産分野では、⾥地⾥⼭の管理・利⽤の縮小等による損失が指摘。

◆農林⽔産業と生物多様性の関係

農林⽔産業は、自然界の多様な生物が関わる循環機能

を利⽤する生産活動であるとともに、環境に働きかけ

て、日本独自の農⼭漁村の風景や文化を創り出してい

る。

農林⽔産業

田園地域
⾥地⾥⼭

森林 ⾥海･海洋

保全

利⽤

生育･生息環境の提供

農林⽔産物の生産

遺伝資源導入
による品種開発

生物多様性

生態系

種 遺伝子
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(2) 国際的な議論 ① プラネタリーバウンダリー、SDGｓと自然資本

〇 地球の変化に関する各項目について、⼈間が安

全に活動できる範囲内にとどまれば 、⼈間社会

は発展し繁栄できるが、境界を越えることがあれ

ば、⼈間が依存する自然資源に対して回復不可能

な変化が引き起こされる。
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出典:Stockholm Resilience Centre (illustrated by Johan Rockström and 
Pavan Sukhdev, 2016)に環境省が加筆

〇 SDGsの17のゴールを階層化したとき、自

然資本※は他のゴールの⼟台となる。自然資本

から生み出される様々なものを活かすことで、

私たちの社会は成り⽴っており、自然資本を持

続可能なものとしなければ他のゴールの達成は

望めない。

出典:Stockholm Resilience Centre (illustrated by Johan Rockström and Pavan Sukhdev, 2016)に加筆

※自然資本（ナチュラルキャピタル）：自然環境を国
民の生活や企業の経営基盤を支える重要な資本の一つ
として捉える考え方。森林、⼟壌、⽔、大気、生物資
源など、自然によって形成される資本のこと。



①愛知目標の20の個別目標のうち完全に達成できた
ものはないが、６つの目標が2020年の達成期限ま
でに部分的に達成と評価。

※20の個別目標に含まれる60の「要素」の内、

－７要素が達成

－38要素が進捗

－13要素が進捗がなかったか後退

－2要素の進捗は不明

とされた。

②未達成の理由として、愛知目標に応じて各国が設
定する国別目標の範囲や目標のレベルが、愛知目
標の達成に必要とされる内容と必ずしも整合して
いなかったことを指摘。

愛知目標と達成状況：部分的に達
成した目標：６（黄色囲み）、未達成
の目標：１４（赤囲み）

愛知目標の評価

(2) 国際的な議論 ② 地球規模生物多様性概況第５版（GBO5）のポイント

〇 「生物多様性戦略計画2011-2020及び愛知目標」の最終評価として生物多様性条約事務局が各締約国の「国

別報告書」とIPBESアセスメント等をもとにまとめたもの（2020年9⽉15日公表）。

〇 ほとんどの愛知目標についてかなりの進捗が見られたものの、20の個別目標で完全に達成できたものはない。

〇 2050年ビジョン「自然との共生」の達成には、「今まで通り（business as usual）」から脱却し、社会変

革が必要。
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(3)みどりの食料システム戦略の概要（2021年５⽉12日公表）
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(3)みどりの食料システム戦略の概要（2021年５⽉12日公表）
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(4) 農林⽔産省生物多様性戦略の改定 ①スケジュール

○ 令和４年４～５⽉に生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）の第2部が開催され、ポスト2020
生物多様性枠組が決定される予定であり、これを受けて我が国では、令和４年秋頃に次期生物多様性
国家戦略を策定する予定となっている。

○ 農林⽔産省では、同国家戦略に当省の生物多様性戦略を反映させるため、令和２年８⽉に有識者で
構成する検討会（座長： 涌井史郎）を⽴ち上げ、令和３年度中に当省の生物多様性戦略の中間とり
まとめを公表することとしている（戦略確定は令和４年５⽉以降を予定）。

2020 2021 2022

1-6 7-12 1-6 7-12 1-6 7-12

農林水産省 【2月】
有識者研究会提言公表
【7月20日】
勉強会

【8月31日】
第1回検討会
【10月19日】
第2回検討会

【1月18日】
第3回検討会
【３月９日】
第4回検討会
【5月12日】
みどりの食料システム
戦略公表

【10月14日】
第５回検討会
（戦略本文の検討）

【1～2月】
第６回検討会
（戦略本文の概定）

環境省 【1月】
第1回国家戦略研究会
【2月】
第2回国家戦略研究会
【6/22】
第3回国家戦略研究会

【9/15】
第４回国家戦略研究会
【10/26】
第５回国家戦略研究会
【12/22】
第６回国家戦略研究会

【3/2】
第7回国家戦略研究会
【5/17】
第8回国家戦略研究会
【6/21】
第9回国家戦略研究会

政府 【11月～】
中央環境審議会にて
次期国家戦略検討

【秋頃(暫定)】
★次期国家戦略
閣議決定

生物多様性
条約

【1月】
ポスト2020生物多様性
枠組ゼロドラフト
【2月】
OEWG2（ローマ）
【6月】
ポスト2020生物多様性
枠組0.1ドラフト

【8月】
ポスト2020生物多様性
枠組0.2ドラフト

【２月】
SBSTTA24（非公式会
合）
【３月】
SBI3（非公式会合）
【5月上旬～6月中旬】
SBSTTA24,SBI3

【８~９月】
OEWG3

【1月】
SBSTTA24,
SBI3,
OEWG3

【5月以降(暫定)】
ポスト2020生物多
様性枠組の反映
★次期戦略の確定

【10月】
COP15第1部
（オンライン開催）
★昆明宣言採択

【4月～５月】
COP15第2部
（中国・昆明）
★ポスト2020生物
多様性枠組決定
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(4) 農林⽔産省生物多様性戦略の改定 ②検討委員名簿

●涌井 史郎 東京都市大学特別教授

○橋本 禅 東京大学大学院農学生命科学研究科 （東京大学未来ビジョン研究セ

ンター兼任） 准教授

粟野 美佳子 一般社団法⼈SusCon 代表理事

生部 誠治 一般社団法⼈ 全国農業協同組合中央会 農政部部長

井村 辰二郎 公益社団法⼈ 日本農業法⼈協会 理事、有機栽培農家

大津 愛梨 O2Farm 6次化担当、NPO法⼈田舎のヒロインズ理事長

大塲 あい 毎日新聞社 科学環境部 記者

岡部 貴美子 国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構森林総合研究所 生物多様性研究

拠点 拠点長

河口 真理子 不二製油グループ本社株式会社 CEO補佐（ESG・市場価値創造担当）、

⽴教大学 21世紀社会デザイン研究科 特任教授

菊池 紳 いきもの株式会社 創業者・代表取締役

二村 睦子 日本生活協同組合連合会 常務執行役員

松原 稔 りそなアセットマネジメント株式会社 執行役員 責任投資部長

森井 茂夫 日本⽔産株式会社 CSR部 担当部長

（臨時委員） 必要に応じて随時

●座長、〇副座長
(敬称略、５０音順)
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 IPBES 地球規模評価報告書公表（2019年５⽉）
 地球規模生物多様性概況第５版（GBO5）（2020年９⽉）

生物多様性損失の直接的な要因への対処に加えて、
間接要因となる社会経済活動への対応が重要

新型コロナウイルス感染症の発生と拡大（2020年3月頃～）

 ダスグプタ・レビュー（2021年2⽉）
 TNFD発足、G7サミット「2030自然協約」合意（2021年6⽉）

 生物多様性条約COP15第１部（2021年10⽉ オンライン）
 生物多様性条約COP15第２部（2022年４~５⽉ 中国）

ポスト2020生物多様性枠組 採択（予定）

「ポスト2020生物多様性枠組」を踏まえ、農林⽔産省生物多様性戦略（2007年７⽉策定、2012年２
⽉改定）を見直し、農林⽔産分野における生物多様性に関連する施策を推進する。

＜見直しの背景＞

＜見直しのポイント＞

 環境と経済がともに循環・向上する社会を実現するため、生物
多様性の主流化にサプライチェーン全体で取り組む

 みどりの食料システム戦略を始めとする各種計画と整合性をと
り、関連施策の一体的な実施を行う

 農林⽔産業や農⼭漁村が生物多様性に与える正負の影響につい
て触れ、生産現場を支える農林⽔産事業者の理解を促す

 日々の暮らしで利⽤する商品やサービスと生物多様性の関係性
について触れ、消費者の行動変容を促す

 企業が本業において自然資本のリスクと機会を分析して意思決
定に取り込むことを促し、ESG投融資の拡大に導く

 気候変動と生物多様性の対策にはシナジーとトレードオフがあ
ることから、環境課題に対する一体的な取組を目指す

Ⅰ．まえがき

Ⅱ．現状と課題

Ⅲ．2030ビジョンと基本方針

Ⅳ．テーマ別方針

１．サプライチェーン全体において生物多様性を

主流化する

（１）生産の現場において生物多様性を主流化する

（２）生産現場の取組を後押ししてサプライチェーン

全体において生物多様性を主流化する

２．農林⽔産空間の保全・利⽤を推進する

３．遺伝資源の保全と持続可能な利⽤の推進

４．農林⽔産分野における地球環境保全への貢献

５．農林⽔産分野の生物多様性と保全・再生の取組

を評価し活⽤する

Ⅴ．実施体制の強化

Ⅵ．関連施策一覧

Ⅶ．⽤語集

農林水産省生物多様性戦略

(4) 農林⽔産省生物多様性戦略の改定 ③ 改正案

○ 農林⽔産省生物多様性戦略 改定案のポイント

9



(4) 農林⽔産省生物多様性戦略の改定 ③ 改正案

ｃ

2030ビジョン

農山漁村が育む
自然の恵みを生かし、
環境と経済がともに
循環・向上する社会

＜基本方針②＞

サプライチェーン
全体で取り組む

＜基本方針⑤＞

農林水産業を通じて
地球環境の保全へ貢
献する

＜基本方針③＞

生物多様性への理
解と行動変容を促
進する

＜基本方針④＞

政策手法をグリーン化
する

＜基本方針①＞

農山漁村における
生物多様性と生態
系サービスを保
全・再生する

＜基本方針⑥＞

実施体制の強化

＜基本方針②＞

サプライチェーン全体で取り組む

＜基本方針③＞

生物多様性への理解と行動変容を促進する

＜基本方針④＞

政策手法をグリーン化する

＜基本方針①＞

農山漁村における生物多様性と生態系サービスを
保全・再生する

＜基本方針⑤＞

農林水産業を通じて地球環境の保全へ貢献する

• サプライチェーンの川上から川下までのあらゆる主体
が連携して取り組むことを促す。

• サプライチェーンの各主体による環境に配慮した原材
料の活⽤や消費者に向けた啓発等を促す。

• 農林⽔産業・食品産業が環境創造型の産業を目指すた
め、農林⽔産省の政策のグリーン化を進める。

• 豊かな生物多様性を守り、生態系サービスを持続的に
利⽤するため、環境創造型の農林⽔産業の実現を促進
する。

• 国や地方自治体のみならず、サプライチェーンの各主
体が、地球環境課題に対して一体的な取組を進めるこ
とを促す。

＜基本方針⑥＞

実施体制の強化

• 環境と経済の両⽴に向けて「農林⽔産省生物多様性戦
略」を各主体の本業において活⽤するように促す。

○ 戦略改定案における「2030ビジョンと基本方針」の概要
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１．サプライチェーン全体において生物多様性を主流化する
（１）生産の現場において生物多様性を主流化する
１）農業

技術革新や政策のグリーン化を通じて、生物多様性保全をより重視した農業生産及び田園地域や里地里山
の整備・保全を推進。

①生物多様性保全をより重視した農業生産の推進 ②生物多様性保全をより重視し
た農業生産技術の開発・普及

（農薬・肥料等による環境負荷を軽減する
技術の開発・普及）

（生産力向上と土壌微生物相の保全を
両立する土づくりの推進）
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天敵による防除 防虫ネット全面被覆

総合的病害虫・雑草管理の普及

AI等を活用した土壌診断

土壌診断の実施と
データベース構築

生物性評価の検証

（化学農薬のリスク低減等）

（化学肥料の低減や有機物の循環利用）

（有機農業等の環境負荷の軽減を重視した農業の推進）

・2050年までに、化学農薬使用量（リスク換算）の50％低減を目指す。

・2050年までに、輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量の30％低減を目指す。

有機農業

化学肥料・化学農薬を原則５割以上
低減する取組と合わせて行う自然環境
の保全に効果の高い営農活動を支援

環境保全型農業直接支払

冬期湛水管理

モデル的先進地区の創出等

・有機農業の取組拡大
・モデル的先進地区の創出へ

人材育成

安定供給体制
の構築

需要喚起等

市町村主導での取組を推進

生産

加工・流通消費

市町村等で

オーガニックビレッジを宣言

試行 体制構築
継続的な
実施へ

・2040年までに、主要な品目について農業者の多くが
取り組むことができるよう、次世代有機農業に関する技
術を確立し、2050年までに、オーガニック市場を拡大し
つつ、耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合
を25％に拡大することを目指す。



１．サプライチェーン全体において生物多様性を主流化する
（１）生産の現場において生物多様性を主流化する
２）森林・林業

①森林の整備・保全を通じた生物多様性の保全

（多様で健全な森林の整備） （天然林や希少野生生物への対応）

(国有林野における広範囲できめ細かな森林生態系ネットワークの保護・管理)
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生物多様性を含む森林の有する多面的機能の発揮を図るため、森林・林業基本計画をふまえ、適切な森林の
整備を推進。

・長伐期化、針広混交林化等による多様な森林づくりを推進。

・伐採後の確実な再造林を実
施。

長伐期林 針広混交林

植栽作業

・森林生態系の保全及び復元、希少な森林生態系の保護管理に取り組む。

・広範できめ細やかな森林生態系ネットワークの保護・管理に努める。

育成単層林からの誘導イメージ

・国有林における公益林としての適
切な施業を実施。

天然林保護のためのシカ防護ネット設置
（九州森林管理局）

保護活動対象のレブンアツモリソウ
（北海道森林管理局）

小笠原諸島森林生態系保護地域
（関東森林管理局）

四国山地緑の回廊
（四国森林管理局）



１．サプライチェーン全体において生物多様性を主流化する
（１）生産の現場において生物多様性を主流化する
３）水産業

海洋における生物多様性の保全と生態系サービスの持続的な利用を図るため、海洋環境の保全・再生と水産
資源の適切な管理を推進。

①海洋環境の保全・再生の推進 ②生物多様性に配慮した海岸環境
・漁港漁場の整備の推進

③水産資源管理の一層の推進

・水産生物の動態、生活史に対応した良好
な生息環境空間を創出する水産環境整備
を推進。

（新たな資源管理システムの推進）

（国際的な資源管理）

（実効ある資源管理のための取組）

・最大持続生産量（MSY）の達成を目標
とし、数量管理を基本とする新たな資源管
理システムを推進。

・マグロ類を含む高度回遊性魚類等は、地
域漁業管理機関を通じて、科学的根拠に
基づき、持続的に利用・管理。

・アワビ、ナマコ等の密漁の取締り、違法外国
漁船等対策の一層の強化。

生物の生活史に対応した漁場整備
我が国の海面における漁業関係法令違反の
検挙件数の推移

・周辺の自然環境に調和した漁港づくりや
海岸環境の整備を推進。

漁業集落排水施設

・漁業集落排水施設の
整備など漁港周辺水域
の水質保全対策を推進。
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（藻場・干潟を含む漁場環境の保全・再生）

（海洋プラスチックごみの対策の推進）

・食害生物の駆除、漁場の耕うん等の海域
環境に応じた手法による維持管理活動を推
進。

・漁具のリサイクル技術の開発・普及や海洋
生分解性プラスチック素材を用いた漁具の開
発。

・漁業者が操業中に回収した海洋ごみの持ち
帰り、自治体が処分する体制の構築。

・赤潮・貧酸素水塊による漁業被害の軽減
対策や適切な栄養塩類管理の推進。

干潟の保全
（干潟の耕うん）

藻場の保全
（ウニの駆除）

・TAC魚種を主な漁獲対象とする大臣許可
漁業には、原則IQ（漁獲割当）を導入。



１．サプライチェーン全体において生物多様性を主流化する
（２）生産現場の取組を後押ししてサプライチェーン全体において生物多様性を主流化する
１）生物多様性に配慮した調達、流通、消費及び資源循環の構築

（農林水産業・食品産業におけるプラスチック
資源循環）

（生物多様性の保全に取り組む生産者から
の優先調達を支援する認証制度等）

（事業系食品ロス削減に向けた取組）
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生物多様性に配慮した調達、流通、消費及び資源循環の構築に向けた取組を推進。

・「園芸使用済プラスチックの適正処理に関する
基本方針」に基づき、行政機関及び農業者団
体が関与して適正処理を推進。
・食品産業におけるプラ製品の製造、販売、排
出の各段階でプラスチック資源循環の取組を促
進。
・漁業者等による漁業系廃棄物の計画的処理
を推進。

農業分野で使用されるプラスチック類

・森林認証制度の普及や水産エコラベルの
認証活用を促進。

・2050年までに、AIによる需要予測や新
たな包装資材の開発等の技術の進展によ
り、食品ロスの最小化を図る。

事業系食品ロス量（万トン）

我が国で主に活用されている水産エコラベル認証
（R3年3月時点）

（持続可能な生産消費の促進）

（農業・農村の役割に対する理解等の促進）

（鳥獣被害対策の理解促進）

・「あふの環2030プロジェクト」をプラットフォームと
して、持続可能性重視の消費へと価値観と行
動変容を促す。

・農業・農村が生物多様性に果たす役割につい
て国民の理解を促進し、都市農業の促進や農
泊等都市と農村の交流や定住を促進。

農業体験農園

・地域資源として捕獲鳥獣の利活用に向けた取
組を推進。

ジビエの利用拡大に向けた各段階の取組ポイント



４．農林水産分野における地球環境保全への貢献

生物多様性、気候、環境を一体としてとらえ、国内外の多様な主体と協働で問題解決に取り組むことで、
2030ビジョンの実現を図る。

（１）複数の地球環境課題の
同時解決を目指す

（２）気候変動と生物多様性 （３）世界の森林生態系保全・
再生への貢献
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みどりの食料システ
ム戦略

生物多様性戦略
温暖化対策計画
気候変動適応計画

農林水産省の取組

国際環境条約
CBD、UNFCCC等

政府間の科学と政
策のプラットフォーム
IPBES、IPCC等

国際的な議論

・砂漠化防止、水資源の持続的利用、
気候変動適応・緩和などの地球環境
保全に積極的に貢献。

・サプライチェーンの各主体が、地
球環境課題に対して一体的な取組を
進める。

プラネタリーバウンダリー、SDGs
における複数の環境課題の同時解決

・2050年カーボンニュートラルの実現。

・農作物の安定的な供給と持続可能な調
達。

SDGsにおける自然資本のゴールは互
いに関係しており、特に気候変動と
生物多様性の課題は深い関係がある。

気候変動と生物多様性の課題解決の
取組にはシナジーとトレードオフが
あるため、農林水産施策においては
一体的に取り組み、SDGｓの達成に
貢献していく。

トレードオフ

再生可能エネルギー生
産のための大量の土地
消費

バイオエネルギー作物の
大面積での単一栽培

シナジー

生態系の損失と劣化
を食い止める

持続可能な農林業

ロスや廃棄物の削減

IPBES-IPCC 合同ワークショップ報告書（2021年6月）

地球規模の森林生態系の保全・再生

・責任ある農業の実践。

・森林やその他の重要な生態系のより
良い保全と保護。

国連森林戦略計画2017-2030

森林・農業・コモディティ貿易（FACT）対話

国連森林フォーラム（UNFF）

モントリオール・プロセス

国際熱帯木材機関（ITTO）

REDD＋(レッド プラス) 等

国際的な議論への参画

・グローバル市場の持続可能性を促進
し、農林産物の主要生産国を有する開
発途上地域における森林の保全・造成
に関する協力を推進。

・農地開発や資源収奪的な農業生産に
よる森林の減少や劣化を食い止める。

出典:Stockholm Resilience Centre (illustrated by Johan 
Rockstorm and Pavan Sukhdev, 2016)


